
監 査

はじめに
本連載では、公認不正検査士の不正調査手法と会計監査と

の相違点、そして両者の効果的な連携方法について解説する。
さらに、最近の国際的な実務動向や国際監査基準（ISA）の改訂
を踏まえ、不正調査手法を会計監査にどのように活用できるかを
探る。

本連載は全3回で構成されており、第1回となる本稿では、会計
監査人にも影響する近年の不正対応強化の背景を踏まえ、不正
調査と会計監査の目的やアプローチの違い、さらに両者の連携
の課題を考察する。

1 　不正対応強化の背景
2025年は、社会に大きな影響を与えた会計不正による企業不

祥事が相次いだ。また、日本における会計不正の公表社数は過
去5年間で倍増し、2025年3月期には56社に達している（経営研
究調査会研究資料第12号「上場会社等における会計不正の動
向（2025年版）」（2025年7月、日本公認会計士協会））。さらに、
世界に目を向けると、近年、各国で著名な企業の会計不正やそれ
に起因する倒産が相次いでいる。

こうした背景から、不正に関する社会的関心が一層高まり、企
業には不正対応の強化が強く求められている。

英 国では、2023年にEconomic Crime and Corporate 
Transparency Act 2023が成立し、この法律の中で新設された
Failure to Prevent Fraud Offence（不正防止不履行罪）が
2025年9月に施行されている。この制度では、企業の「関連人物」

（“associated persons”； 従業員、代理人、子会社、またはその
組織のためにまたはその代理としてサービスを提供する者、と定
義されている。）が不正を行った場合、企業自身が処罰対象になる
が、合理的な不正防止手続を講じていたことが認められる場合は
免責される。つまり、企業に対して不正防止体制の整備と実際の
運用を要請するものであり、英国企業だけでなく、英国に子会社
を持つ日本企業や英国と接点を持つ日本企業にも適用される可
能性がある。

日本では、内部統制報告制度の改訂により、企業における不正
リスク対応の強化が求められるようになった。この改訂は、2006
年に制定された制度を2023年に見直したもので、2024年4月1日
以後開始する事業年度から適用されている。背景には、内部統
制の評価範囲外から開示すべき重要な不備が発生するなど制度
の実効性への懸念や、COSO（トレッドウェイ委員会支援組織委員
会）のフレームワーク改訂の反映といった国際的な動向がある。
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さらに、内部統制に起因する会計不正事例の発生を受け、改訂
では、不正リスクへの対応や経営者等による内部統制の無効化
リスクへの対応がより強調されている。日本では、英国のように実
質的に不正防止体制の整備と運用を要請する法令はないもの
の、グローバルの潮流や社会的関心の高まりを踏まえると、企業
に対する不正対応強化の流れは今後一層強まっていくと見込ま
れる。

このような社会的な背景から、不正に関連する会計監査人の
責任に対する社会的な目も一層厳しくなり、会計監査人は不正リ
スクへの対応を強化することが求められている。こうした期待の
変化や新たな不正リスク要因に対応するため、国際監査・保証基
準審議会（IAASB）は、2025年7月に国際監査基準（ISA）240「財
務諸表監査における不正」の改訂を公表し、2026年12月15日以
後に開始する事業年度から適用開始を予定している。（なお、
2025年11月現在、日本において当該改訂を踏まえた監査基準報
告書の改訂・導入時期は未定である。）

今回の改訂では、不正に関する会計監査人の責任の強化と明
確化、職業的懐疑心の発揮の強調、新たな要求事項の導入等に
よる不正リスクへの対応の強化などが含まれている。また、不正
調査の専門家や不正調査の技能を有する者が関与、支援する
場合があるとされている。今後の会計監査においては、不正調査
の専門家との連携が一層重視されると考える。

2 　調査委員会の役割・意義と調査手法
昨今、我が国の実務において、不正調査の専門家が関与する

代表的な仕組みの1つが、企業が設置する調査委員会である。こ
こでは、改めて調査委員会の役割や意義、そして、不正調査の進
め方について考察する。

不正が発生した後、企業が再発を防止し信頼回復に向けた活
動をする上では、調査委員会による徹底的な不正の実態解明と、
根本的な原因分析が強く期待される。これらに基づいて、調査委
員会は再発防止策を提言するが、これは企業による実効性のあ
る再発防止策の策定・実行を可能にし、企業がステークホルダー
に対する説明責任を果たすとともに信頼回復に向けた第一歩と
なる。

このような役割を担う調査委員会は、内部調査委員会と外部
調査委員会に大別される（実際に採用される委員会の名称はさ
まざまである。）。内部調査委員会は企業内部に設置され、役職
員を中心に構成されるが、必要に応じて外部専門家が関与する。
外部調査委員会は、弁護士や公認会計士などの外部専門家で
構成される独立性・中立性を重視した組織であり、監査役や社外

役員が委員に加わる場合もある。近年では、公認不正検査士の
資格を持つ弁護士や公認会計士が選任されることも増えている。
外部調査委員会は企業の依頼に基づき設置され、企業から業務
報酬を受け取るが、企業から独立した立場である。

内部調査委員会と外部調査委員会のいずれを採用するかは、
不正の影響額、関与者による経営への関与度合い、事案の性質
などを踏まえ、独立性・中立性の確保や調査に必要な専門性の
程度を考慮して決定される。特に経営者の関与が疑われる場合
や社会的影響が重大な事案である場合などには、ステークホル
ダーに対する説明責任の観点から、より調査の独立性・中立性が
求められるため、外部調査委員会の中でも、日本弁護士連合会
の定める「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」に
準拠した第三者委員会が選択されることがある。なお、これらの
調査委員会は関係者の法的責任追及を直接の目的とする委員
会ではない。法的責任追及を目的とする委員会は、責任調査委
員会といった別組織にすることが一般的である。

調査委員会においていずれの調査形態がとられる場合でも、目
的を達成するためには適切な調査手法が不可欠である。調査委
員会が採用する不正調査の手法は、仮説検証アプローチである。
広範な情報を収集し、分析した上で、不正の手口に関する仮説を
構築し、その仮説を検証するというサイクルによって、実態を解明
していく。

不正調査は、会計監査とは異なり明確な基準は存在しない。し
かし実務上は、不正事案の内容などを考慮して、次のような調査
手法を取捨選択して実施されることが多い。

-　財務分析及びデータ分析
-　関係書類の閲覧・分析
-　インタビュー
-　デジタル・フォレンジック
-　アンケート
-　ホットラインの設置
特に、デジタル・フォレンジック（電子メールやチャット、PC・サー

バー内のデータ解析）、アンケート（不正関与者以外を含めた広
範な情報収集）、ホットラインの設置（ホットラインを設置し、従業員
等からの自主的な情報提供を促す仕組み）は、通常の監査手続
ではほとんど実施されない点が特徴的である。

調査には限界があるということは、留意すべき点である。調査
委員会には強制捜査権がないため、調査範囲や調査手続を制限
なく設定・実施できるケースは稀である。また、情報の保管状況、
関与者の退職によっても調査の制約を受けることになる。

そのような制限を踏まえてもなお、調査委員会による調査は、会
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計監査人にとって非常に重要である。会計監査人は、企業が作
成した財務諸表に対して監査意見を表明するという立場から、自
ら不正調査を行うことはなく、企業が調査を委嘱した調査委員会
が実施した調査結果を踏まえて監査を行う。その際、調査の情報
は不正に関する貴重な情報源となるため、会計監査人は調査委
員会と連携していくことが重要である。

3 　不正調査と会計監査の相違点と連携
　調査委員会と会計監査人の連携は重要であるが、効果的な連
携を図るためには、双方の役割や考え方の理解が必要である。こ
こでは、不正調査と会計（財務諸表）監査の相違点を整理する。
　不正調査と財務諸表監査の主な相違点は、経営研究調査会
研究報告第51号「不正調査ガイドライン」（2013年9月、日本公
認会計士協会）によると、以下の表のとおりである。

不正調査 財務諸表監査
目的 実態解明等 保証・意見表明
実施頻度 単発的 定期的
範囲 特定的 全般的
アプローチ 仮説検証アプローチ リスクアプローチ
技術 不正調査技術 監査技術
対象との関係 対立的 中立的

出所：「不正調査ガイドライン」を基に筆者が抜粋・編集して作成

　調査委員会と会計監査人が相互理解する上で、最も理解すべ
き点は、目的の相違と基準の有無である。
　不正調査は、発生した個別の不正事案を対象とし、その実態
解明を主たる目的とする。不正調査が開始されるのは、不正の事
実や疑いが発生した後である。仮説検証アプローチが調査手法
として採用され、得られた情報から仮説を構築し、その仮説を検
証するというサイクルによって進められる。
　一方で、会計監査は、財務諸表全体の適正性に関する保証・
意見表明を目的としている。これを実施する上では、財務諸表全
体の不正を含む重要な虚偽表示リスクを評価した上で、高リスク
領域に監査資源を投入するというリスクアプローチが採用される。
　また、会計監査は監査基準に従って監査手続を設計する必要
があるのに対し、不正調査には明確な基準は存在しない。そのた
め、調査手続の範囲や深度は調査委員会の裁量に委ねられる。
　会計不正が発生すれば、会計監査人はその対応に監査資源
を最大限に投入する。財務諸表全体の適正性に関する意見表
明をするために、不正発生時にその実態を解明することは不可欠
である。会計不正の場合、財務諸表には法定開示期限があるこ
とから時間的制約が大きいという現実がある。企業やステークホ

ルダーは調査委員会と会計監査人が適切に連携し、不正の実態
解明がなされて、無限定適正意見を付した財務諸表が適時に提
出されることを期待している。
　会計監査人は通常、企業が委嘱した調査委員会が実施した調
査結果を踏まえて監査を行うが、その際、調査委員会の調査手
続や調査結果に最大限依拠し、監査を効率的に進めたいという
期待があると考えられる。一方、調査委員会は、当初の目的の違
いからは会計監査人の代わりに監査手続を行う立場ではないと
整理できるものの、実務上は会計監査人が調査結果に依拠する
ことができない調査になることは避けたいと考え、会計監査人の
立場を理解した上で、連携することがよくみられる。
　両者はそれぞれ企業から独立した立場であり、目的も厳密にい
えば異なるものの、時間的制約が大きい中での不正の実態解明
という共通の目標を持つことから、実務上、両者の連携は不可欠
である。
　これまで、不正調査と会計監査の相違点を目的や基準の観点
から整理してきたが、理解に不可欠なもう1つの視点がある。それ
は、調査委員会には通常、弁護士が委員として参加することで
ある。
　会計不正の調査では、実態解明のために弁護士が事実認定
を行い、その認定を踏まえて公認会計士が会計処理を検討する
場合がほとんどである。会計処理は、取引の経済的実態を的確
に把握し、それを会計基準の内容や趣旨に照らして検討した上
で、経済的実態を最も適切に反映する方法を決定する必要があ
る。一方、弁護士は法律や判例に基づいて判断をするため、経済
的実態よりも法律上の要件や証拠を重視する傾向がある。
　また、弁護士が事実認定を行うことは、調査委員会と会計監査
人の認識に相違を生む要因となる可能性がある。調査委員会の
事実認定は自由心証（事実認定や証拠の評価を調査委員の合
理的な判断に委ねる方法）により行われる。調査の過程で入手し
た証拠を積み上げて全体の事実認定をするという積み上げ方式
が基本であり、個々の事実を重視するため個別判断の性質に近
い。また、公認会計士からみて金額的重要性の乏しい場合でも
重要な事実を示す証拠として大きな意味を持つことがある。なお、
調査委員会による事実認定では、法律上の厳格な事実認定だけ
でなく、疑いの程度を明示した灰色認定等をすることができる。
　一方、会計監査の目的は財務諸表全体の適正性に関する意
見表明である。会計監査人は個々の事実を確認しつつも、最終
的には総合的に判断する。加えて、会計監査には重要性の概念
があり、金額的重要性が乏しい場合には追加的な検討を行わな
いこともある。
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　このような事実認定の考え方の違いは、特に、経営者の関与を
巡る事実認定の判断で顕著になる。個別の事実の積み上げでは
経営者の明確な関与までは認められない一方で、総合判断では
経営者の関与が認められると判断される場合があり、実際にそう
なったケースも存在する。こうした事実認定の違いは、会計監査
上の対応方針にも影響する。経営者の関与が認められる場合に
は、経営者による内部統制の無効化リスクについて、より慎重か
つ厳格な対応が求められる。
　以上のように、調査委員会と会計監査人には目的や基準の有
無、事実認定の考え方に相違がある。しかし、相違が残ったまま
では調査と監査の手続の重複や範囲の不一致が生じ、効率性が
損なわれる。時間的制約の中で不正の実態を解明し、財務諸表
を適時に提出するためには、両者の連携が不可欠である。そのた

めには、調査委員会と会計監査人がまずは相互の立場と考え方
の違いを理解した上で、事前調整と密なコミュニケーションを図る
ことが重要である。
　本稿では、不正対応強化の背景と不正調査・会計監査の相
違点を整理した。これらを理解することは、不正調査と会計監査
の効果的な連携方法を検討する上で不可欠である。第2回では、
こうした前提を踏まえ、具体的な実務上の連携方法や留意点に
ついて解説する。
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